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令和３年１１月３０日 
総 務 部 職 員 課 

 
令和３年度特別区給与改定交渉による主な妥結内容 

 
１ 特別給 

支給月数を 4.60 月（再任用は 2.40 月）から 4.45 月（再任用は 2.35 月）

に改める。0.15 月（再任用は 0.05 月）の引下げ分は、期末手当に割り振る。 
（令和 4年 3月支給分から適用） 

 
 ２ 再任用職員の職務の級の取扱いに係る見直し 

   再任用時に任用する職務の級について、退職時に任用されていた職務の級

と「同等以下」とする取扱いを、退職時に任用されていた職務の級と「同等

を基本」とする取扱いに改める。 
     なお、現行再任用職員のフルタイム勤務に限り、先行して、令和 4年度実

施とする。 
（令和 5年 4月 1日適用） 

 
 ３ 職種「福祉」Ⅱ類採用選考基準等における社会福祉士資格の削除 

   社会福祉士資格の取得要件等を踏まえ、職種「福祉」Ⅱ類における採用選

考基準等として定める経歴・資格・免許のうち、社会福祉士の資格を有する

者を削除する。 
（令和 4年 4月 1日適用） 

 
 ４ 職員の不妊治療のための休暇に係る給与の取扱い 

   仕事と不妊治療の両立のための職場環境整備を推進することを踏まえ、仕

事と不妊治療の両立を支援する観点から、職員の不妊治療のための休暇に係

る給与の取扱いを以下のとおりとする。 
項目 内 容 

（1） 給 与 取得した時間の給与の支給 支給する 
（2） 昇 給 欠勤等による昇給の抑制 抑制しない 
（3） 期末手当 支給割合における欠勤等日数の算定 算定しない 
（4） 勤勉手当 支給割合における欠勤等日数の算定 算定しない 
（5） 退職手当 在職期間における除算期間 除算しない 

（本休暇制度の導入日以後、適用） 
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